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平成２０年２月２２日
特許庁

特許電子図書館（ＩＰＤＬ）の概要
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…

特許電子図書館（IPDL:Industrial Property Digital Library)は、インターネットを通じて、
誰もがいつでもどこからでも無料で利用できる産業財産権情報の検索・閲覧サービスである。
ＩＰＤＬは、インターネットの普及や産業財産権情報の重要性の高まりの中、産業財産権情報を誰もが

容易に利用できるよう1999年3月から開始された。
特許庁が発行する明治以降の特許・実用新案・意匠・商標に関する公報類や、それぞれの出

願の審査状況が確認できる経過情報等、約6､100万件の産業財産権情報を提供している。
ＩＰＤＬは、機能・サービスを順次拡充しており、2008年3月末に、特許公報全文テキスト検索（テキスト
検索の対象を、書誌・要約・請求項から発明の詳細な説明を加えた公報全文に拡大）をリリース予定。

特許電子図書館（ＩＰＤＬ）とは

特許特許･･実用新案実用新案 約約3,2003,200万件万件
意匠意匠 約約160160万件万件
商標商標 約約610610万件万件
外国特許文献外国特許文献 約約1,8001,800万件万件
その他その他 約約330330万件万件

合合 計計 約約6,1006,100万件万件

特許電子図書館の蓄積データ
（2007年5月末）

※IPDLの運営管理は、2004年10月に（独）
工業所有権情報・研修館に移管された。
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特許電子図書館（IPDL)の概要

利用者インターネット

専用線サービス

（独）工業所有権情報・研修館
各地方閲覧室
知的所有権センター
に端末を設置

（独）工業所有権
情報・研修館

特許電子図書館
（ＩＰＤＬ）

高速かつ高精細なサービス高速かつ高精細なサービス

どなたでも手軽に利用可能どなたでも手軽に利用可能

特許庁保有の

産業財産権情報
約 ６,１００万件
を無料で提供して

います。
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特許電子図書館の豊富なサービス・メニュー

・約５０種類のサービス（英語版を含む）

・検索方法：文献番号、ワード、分類検索

http://www.ipdl.inpit.go.jp/homepg.ipdl
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特許情報の活用を支援するアドバイザー
～特許情報活用支援アドバイザー～

地域における中小・ベンチャー企業や大学・研究機関等の技術開発、特許取得・管理等を支援する
ため、特許情報活用支援アドバイザーが、特許情報に関する皆様のご要望にお応え致します。

サービス内容は？

どこにいるの？

○ＩＰＤＬ等の特許情報の検索の方法（デモンストレーション含
む）や効果的な活用に関してご相談いただけます。
○また講習会の開催や出前セミナーも行っています。

地方自治体に派遣されています。

紹介サイト http://www.ryutu.inpit.go.jp/ptpadv/index.html

いくらかかるの？ 無料です！

【人数】（2007年度）
特許情報活用支援アドバイザー：54名
【活動実績】（2006年度）
来訪活動：16,662件、訪問活動：8,736件
このうち大学への訪問活動：531回

課題解決実習 時間割

講師派遣例：大学の実習科目
「特許情報の収集、特許マップの作成」



20情報・研修館（IPDL）

公報全文の
照会・表示
（固定URL)

論文データの
照会・表示

検索システム
（ソフト＋ハード）

検索システム
（ソフト＋ハード）

統合検索システム

JST

特許情報
DB 論文DB

JST

JST

特許情報 論文情報

論文情報と特許情報の統合検索システム（概念図）
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②検索結果画面

（タイトル一覧画面）

②検索結果画面

（タイトル一覧画面）

特許情報はタイトル末尾に
＜特許＞と表示

論文情報と特許情報の統合検索（JSTPatM）の概要
収録情報 (2008.2時点)

○特許情報：1993年以降の国内発行の公開特許公報 527万件
○科学技術文献：JSTPlusファイルとJMEDPlusファイルの合計2,255万件

①検索条件指定画面①検索条件指定画面

検索フィールドは、

プルダウンで、選択可能。

③検索結果詳細表示画面③検索結果詳細表示画面

特徴：

○日本語で、特許情報と科学技術
文献を同時に検索

○論文検索と同じインターフェース

科学技術文献情報

特許情報
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リンク

資料提供：独立行政法人科学技術振興機構


